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事実の概要

　１　Ａは、平成 23 年 3 月 25 日頃、株式会社Ｂ（以
下「Ｂ」という。）の代表取締役として、Ｙを含む
弁護士（以下「Ｙら」という。）に対し、Ｂの再生
手続開始の申立てを委任し、Ｙらは、同月 30 日、
青森地方裁判所に対し、同申立てをした。青森地
方裁判所は、同年 4 月 14 日、Ｂにつき再生手続
開始決定をした（以下、本件再生事件に係る再生手
続を「本件再生手続」という。）。
　また、Ａは、Ｂを主債務者とする保証債務（以下、
同保証債務に係る債権を総称して「本件保証債務履
行請求権」という。）を負っていたところ、Ｂの再
生手続開始申立てに伴い、上記保証債務を履行す
る必要性が現実化したことから、いずれ破産手続
開始申立てをすることを想定して、同年 3 月 30
日付けで、Ｙらに対し、破産手続開始申立てを委
任した。

　２　Ｂは、上記再生手続開始申立て後、Ｂ労働
組合との間で団体交渉を行うことになり、その中
で、Ｂ労働組合より、「福祉会」（Ｂに勤務する従
業員等の福利厚生の向上に資することを目的とする
団体）の会員に対する積立金の全額返還（Ｂまた
はＢの経営者による不足分の補填）等を要求された。
Ｂの従業員等は、福祉会の会員になるか否かを任
意に決定することができ、福祉会は、毎月、会員
の申込みにより、Ｄが会員に対して支払う報酬ま
たは賃金から一定額を天引きする方法によって、

積立金を徴収していた。福祉会の会員は、いつで
もその返還を請求することができるものとされて
いたが、福祉会は、積立金の運用をしていたとこ
ろ、運用による損失が生じていた。
　Ｂは、Ｂ労働組合に対し、Ｂ従業員についての
人員削減案を提案していたが、Ｂ労働組合は、こ
れに応じるための条件の一つとして、福祉会の会
員に対する積立金の全額返還を改めて要求した。
　Ａ及びＢの当時の代表取締役であったＣ（以下

「Ｃ」という。）は、同年 4 月 22 日に行われた労
使交渉後、労使交渉を早期に妥結するため、福祉
会に対し、Ａ及びＣの私財からそれぞれ 1,750 万
円を無償で譲渡する旨を決断し、Ｂ労働組合に対
し、その旨を伝えた。
　Ｃは、同月 25 日、Ｙに対し、Ａ及びＣによる
上記無償譲渡の意向を伝えたが、Ｙは、これらを
防止するための措置を講じなかった。同月 27 日、
労使交渉が妥結した。
　Ａは、同年 5 月 11 日、福祉会に対し、Ａの私
財から 1,750 万円を無償で譲渡した（以下「本件
無償譲渡」という。）。

　３　Ｙらは、平成 24 年 7 月 9 日、青森地方裁
判所に対し、Ａの代理人として、Ａの破産手続開
始申立てをし、青森地方裁判所は、同年 8 月 7 日、
Ａにつき破産手続開始決定をし、Ｘを破産管財人
に選任した。
　Ｘは、Ａから本件破産手続開始申立てを受任し
ていたＹは、Ａの財産が破産管財人に引き継がれ
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るまでの間その散逸を防止するための措置を講ず
るべき法的義務を負っていたのにこれを怠り、Ａ
が本件無償譲渡の意向を有することを認識してい
たにもかかわらず、本件無償譲渡をやめさせるた
めの措置（以下「本件防止措置」という。）を講じ
ず破産財団を減少させたなどと主張して、Ｙに対
し、不法行為に基づく損害賠償として 1,750 万円
等の支払を求めて本件訴訟を提起した。

判決の要旨

　請求棄却。
　「いわゆる自己破産の申立てを受任した弁護士
は、債権者その他の利害関係人の利害及び債務者
と債権者との間の権利関係を適切に調整し、もっ
て債務者の財産等の適正かつ公平な清算を図るこ
と等を目的とする破産制度の趣旨に照らし、債務
者の財産が破産管財人に引き継がれるまでの間、
その散逸を防止するための措置を講ずる法的義務

（財産散逸防止義務）を負い、この義務に違反し
て破産財団を構成すべき財産を減少・消失させた
場合には、不法行為を構成するものとして、破産
管財人に対し、損害賠償責任を負うことがあるも
のと解される。
　もっとも、破産財団が最終的には破産者の債権
者に対する配当原資となるべきものであることに
照らせば、自己破産の申立てを受任した弁護士の
財産散逸防止義務は、究極的には債権者のための
注意義務であるものということができるのであっ
て、当該弁護士の行為が財産散逸防止義務に違反
するものであるか否かの判断に当たっては、当該
行為が上記債権者に不利益を及ぼすものであるか
否かを個別具体的な事案に即して検討する必要が
あるものというべきである。」
　「Ｂに係る本件再生手続の進行状況、Ｂにおけ
るＡの地位及び役割、Ａを債務者とする本件破産
債権がいずれもＢに対する債権を主たる債権とす
る本件保証債務履行請求権であることなどからす
れば、Ｂに係る本件再生事件とＡに係る本件破産
手続とは、相互に密接不可分な関係を有するもの
であり、Ｂに係る本件再生手続の帰すうが地域経
済に与える影響の大きさなども勘案すると、Ａに
係る本件破産手続は、その社会的な実態からすれ

ば、いわばＢに係る本件再生手続（Ｂの倒産処理
に係る手続）を中核とする一連の倒産事件の一部
と評し得るものである。
　このような事案の社会的な実態、殊に本件破産
債権がいずれもＢに対する債権を主たる債権とす
る本件保証債務履行請求権であることからすれ
ば、本件破産債権者の利益は、上記のような一連
の倒産事件を通じて得るべき利益、すなわち本件
総利益を通じて実現されるものということができ
る。そして、本件において、Ｙが本件防止措置を
講じなかったことによりＡに係る本件破産手続に
おいて直接不利益を受ける財団債権者や優先的破
産債権者がいたような事情は何ら主張、立証され
ていないことも考慮すれば、Ａから本件破産手続
開始申立てを受任した弁護士であるＹにおいて本
件防止措置を講じなかったことがその財産散逸防
止義務に違反するか否かは、Ｙの当該行為（不作
為）が本件破産債権者に不利益を及ぼすか否か、
すなわち、当該行為によって本件総利益にどのよ
うな影響が及ぶことになるかという観点から判断
すべきものというべきである。
　また、本件再生手続とＢの代表者であるＡに係
る本件破産手続のような企業再生を中核とする一
連の倒産事件について、日々生ずる種々の事態に
臨機応変に対応し、時として対立する多くの関係
者の利害関係に十分な目配りをしながら適切な倒
産処理を可能にするという観点からは、当該企業
の再生事件の申立代理人とその経営者の破産に係
る申立代理人とを同一の弁護士が兼ねることが有
益であるというべきであり……、そのような弁護
士の活動は、当該弁護士の専門家としての合理的
な裁量に委ねられているものと解するのが相当で
ある。」
　「認定事実において述べたような本件の具体的
な事実経過等に照らせば、Ｙにおいて本件防止措
置を講じなかったことによって本件総利益にどの
ような影響が及ぶことになるかは、本件防止措置
を講ずることが本件労使交渉が妥結するか否かや
その妥結の時期に与える影響、そのことが本件再
生手続の帰すうに与える影響、本件再生手続によ
るＢの再生が実現した場合とこれが頓挫して破産
手続に移行した場合のそれぞれにおける本件破産
債権者への配当見込額及び配当時期等といった、
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将来の予測にわたる不確実な事柄について、本件
労使交渉の従前の経緯や、本件再生手続の進行予
定、その当時におけるＢの保有資産及び経営状況
等の諸般の事情を総合的に考慮した上、弁護士と
しての専門的知見を用いて判断することを要する
ものである。そして、……Ｙは、上記のような諸
点を考慮した上、本件防止措置を講じて本件無償
譲渡をやめさせれば、本件労使交渉の妥結が遅延
し、これにより本件再生手続が頓挫して破産手続
に移行してしまう公算が高く、その結果、本件総
利益が大幅に減少することとなるとの判断のも
と、本件防止措置を講ずることを断念したもので
あるところ、Ｙのそのような判断が上記のような
専門家としての合理的な裁量に照らして不合理な
ものといえないのであれば、Ｙが本件防止措置を
講じなかったことをもって財産散逸防止義務に違
反するものということはできないものというべき
である。」
　（本件における各種事情を総合考慮のうえ）「以上
によれば、……Ｙの判断が、専門家としての合理
的な裁量に照らして不合理なものということはで
きず、Ｙにおいて本件防止措置を講じなかったこ
とをもって、財産散逸防止義務に違反するものと
いうことはできない。」

判例の解説

　一　はじめに
　破産手続は、債務者と債権者との間の権利関係
を適切に調整し、もって債務者の財産等の適正か
つ公平な清算を図ることを目的とする（破産法 1
条）。破産手続開始申立てを行う代理人について
は、将来の破産手続において総債権者に対する公
平かつ公正な配当の実現ができるよう行動すべき
ことが求められ、破産財団に帰属すべき財産を保
全して、破産管財人に引き継ぐことが要請され
る１）。近時、破産手続開始申立てにおける債務者
の代理人（以下「破産者代理人」という。）につい
て、法的義務としての「財産散逸防止義務」を負
い、その行為が同義務に違反するものであった場
合に、破産管財人に対する不法行為責任を認めた
裁判例が複数存在する（下記二参照）。本判決もま
た、破産者代理人の破産管財人に対する不法行為

責任が問題となった事案であるが、具体的事実関
係から、その責任を否定したものである。

　二　関連裁判例
　関連裁判例としては、①東京地判平 21・2・13

（判時 2036 号 43 頁）、②東京地判平 25・2・6（判
時 2177 号 72 頁）、③東京地判平 26・4・17（判
時 2230 号 48 頁）、④東京地判平 26・8・22（判時
2242 号 96 頁）、⑤神戸地尼崎支判平 26・10・24（金
判 1458 号 46 頁）、⑥東京地判平 26・6・18（金判
1492 号 16 頁）、⑦東京地判平 27・10・15（判タ
1424 号 249 頁）が存在する。このうち、①ないし
④については、その表現は多少異なるものの、破
産者代理人が、破産制度の趣旨に照らし、債務者
の財産の散逸を防止する法的義務（財産散逸防止
義務）を負い、これに違反したものとして、破産
管財人に対する不法行為責任を認めた裁判例であ
る。

　三　学説
　この問題については、財産散逸防止義務の根拠、
誰に対する義務か、その内容は何かといった種々
の論点が存在し、近時、様々な論稿が発表されて
いる２）。
　この点、裁判例が「財産散逸防止義務」の法的
根拠として掲げる「破産制度の趣旨」に対しては、
一定の法的義務を導くことができ、その義務に違
反した場合に不法行為に基づく損害賠償請求権を
導くほどの成熟した注意義務を観念できる法的根
拠となり得るかとの批判がある３）。この点に関し、
破産者と破産者代理人の契約は委任契約（民法
643 条）であるところ、受任者たる破産者代理人
は、委任者たる破産者につき、債権者による個別
的権利行使の圧力を回避し、資産と負債との公平
な清算を通じて経済社会に復帰するという利益を
実現させなければならず、その義務違反が債務不
履行または不法行為を構成する４）、この損害賠償
請求権が破産財団所属財産となり、その行使を破
産管財人が行う５）との見解が示されている。もっ
とも、これに対しては、破産者の側が一定の行為、
主導的な行為をしている場合に、委任契約上の債
務不履行で説明することには限界があるとの指摘
がなされている６）。
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　四　本判決について
　１　本判決は、まず、これまでの関連裁判例と
同様、破産者代理人が、破産制度の趣旨に照らし、
債務者の財産が破産管財人に引き継がれるまでの
間、その散逸を防止するための措置を講ずる法的
義務（財産散逸防止義務）を負うことを判示する。
　もっとも、本判決は、破産財団が最終的には破
産者の債権者に対する配当原資となるべきもので
あることに照らし、破産者代理人の行為が財産散
逸防止義務に違反するものであるか否かの判断に
当たっては、当該行為が上記債権者に不利益を及
ぼすものであるか否かを個別具体的な事案に即し
て検討する必要がある、とする。そのうえで、本
件における特殊性として、Ａの債権が、Ｂに対す
る債権を主たる債権とする保証債務履行請求権で
あることを掲げ、両者の倒産手続は密接不可分で
あって、債権者が一連の倒産事件を通じて得るべ
き利益（本件総利益）を通じて実現されるものと
して、Ｙの当該行為（不作為）がＡの破産債権者
に不利益を及ぼすか否か、すなわち、当該行為に
よって本件総利益にどのような影響が及ぶことに
なるかという観点から判断すべきものとした。さ
らに、本判決は、弁護士の専門家としての裁量論
に触れ、種々の事情から、Ｙの判断は合理的な裁
量に照らして不合理なものということはできない
として、財産散逸防止義務違反を否定した。

　２　本判決の法的根拠・法的構成については、
上記三のとおりの疑問があるものの、債権者の利
益を実質的に考慮してＹの責任を否定した結論
は、妥当なものである。本判決も触れている倒産
手続における代理人の裁量論については、代理人
たる弁護士は、みずからの知識や経験をもとに自
由に法解釈することを展開することが許されるの
であり、それが倒産法の趣旨・目的に照らして著
しく不相当な場合はともかく、そうでないケース
まで安易に不法行為法による解決を図ろうとする
ことは、専門家の萎縮を招く可能性があるとの指
摘がある７）。さらに、財産散逸防止義務違反に該
当するかどうかの判断に関連し、破産者代理人に
は、債権者の利益を考慮したうえで、一定の裁量
が存在する旨の見解が示されている８）。

●――注
１）岡伸浩「『財産散逸防止義務』再考」伊藤眞ほか編集代
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続開始申立代理人）の地位と責任――『破産管財人に対
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事業再生と債権管理 155 号（2017 年）4 頁、伊藤眞ほ
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理人の役割と立場」事業再生と債権管理 155 号（2017 年）
17 頁。なお、再生債務者代理人に関連し、松下祐記「再
生債務者代理人の地位に関する一考察」高橋宏志ほか編

『民事手続の現代的使命（伊藤眞先生古稀祝賀）』（有斐閣、
2015 年）171 頁以下。
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破産手続開始前の破産者代理人の行為については、いま
だ選任されていない破産管財人に対する不法行為とする
のは正確ではなく、破産者に対する債務不履行が、実質
は破産債権者の利益を害する行為であり、そのことを破
産手続開始後に破産債権者の利益を代表して管理処分権
を行使する破産管財人に対する不法行為と表現したもの
と解される、とされる。

６）伊藤ほか・前掲注２）40 頁［山本和彦発言］。
７）伊藤ほか・前掲注２）35 頁［服部敬発言］。
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